
(5)第三者保有の階号資産の期末時価評価課税の見直し(案)

■法人が有する暗号資産のうち、活発な市場が存在するものについては、期末に時価評価すること

とされ、評価損益は課税対象とされています。

■このうち、自己が発行した階号資産で一定のものについては、期末時価評価課税の対象外とさ

れていますが、今般、発行者以外の第三者が継続保有する暗号資産についても、一定の要件の

下、期末時価評価課税を不要とします。
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【要件】

① 他の者に移転できないようにする技術的措置がとられていること等その

晴号資産の議渡についての一定の制限が付さ私ていること。

② ①の制限が付されていることを認定資金決済事業者協会において公表さ

せるため、その階号資産を有する者等が①の制限が付されている旨の階

号翼避変換業者に対する通畑等をしていること。

(6)交際費から除外される飲食費に係る見直し(案 )

■交際費等は損金不算入とされていますが、平成18年度税制改正により、会議費相当とされる1

人5,000円以下の飲食費は交際費等の範囲から除外され、全額損金算入されています。この

5,000円以下とされている飲食費の金額基準について、会議費の実態等を踏まえ、10,000円

以下まで引き上げます。

■このほか、接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の適用期限を

3年延長します。
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(中小法人)

※中小法人は、「飲食費の50%を損金算入」を選択することも可
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